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平和の共同候補を求める連絡会
第2回全国交流会報告
	10月22日午後1時～5時、東京全水道会館で第2回の全国交流会が開催されました。

参加　北海道１、岩手１、秋田１、茨城１、埼玉２、千葉７、神奈川４、東京２１、長野１、岐阜１、愛知２、大阪２、兵庫１、広島１、徳島１、愛媛１、熊本１の17都道府県50名です。

　7･7シンポと7･8第1回全国交流会以降、各地でなされてきた様々な努力を集約し、次の一歩を考えあう熱心な討論をおこないました。

　近畿、四国など、この間努力されてきたところでは政党中央の姿勢が反映して事態の前進がありません。一方、広島、東京、千葉などで一定の展望が切り開かれつつあります。安倍政権下で事態は急速にいっそうの悪化と緊迫をみせており、何としてもこう着状態を打開しようという気持ちは共通です。

　そのため「連絡会」として改めて各党に要請し、選挙区での共同実現に全力をあげることとしました。また可能なかぎりの比例共同の実現をめざす有志による努力も報告されました。様々な努力を重層的･多角的に重ねながら前進しましょう。


挨拶と経過報告

前田知克（弁護士・護憲共同候補擁立懇談会）―　７･７シンポ以降色々あったが、社民党も共産党もウンといわない。社民党関係は共同の必要は基本的にはわかるが踏み切れないという感じ。政党はもう無理という意見も出るが、何のためにこれを始めたのか。入口で退場するわけにいかない。智恵と力を集めギリギリまで「平和憲法･共同」というような確認団体に参加しないかと、私はとことん口説いていきたい。皆さんも苦労されている。力を落とさずに議論して希望をもっていこう。

小林正弥（「平和への結集をめざす市民の風」）―「市民の風」として社民・共産の党首に手紙を出すなど努力してきたが目立った進捗はないので次のアプローチを考えている。政党の反応からして07年参院選での共同は困難という意見と、可能なところから打開をという意見とある。安倍政権の登場、「北」の核実験などで教育基本法改悪も国民投票法案も早まりそうだ。研究者の何とかしなくてはという危機感もはるかに高まっているが、政党の態度が硬いため選挙の共同の方向にいかずフラストレーションがたまっている。皆さんと討論し次の方針を考えたい。
各地のとりくみ報告と意見

千葉　昨日（２１日）「平和への大結集･千葉」で５０人が出席して発足した。「憲法を守り活かす」立場で一致する全ての人々を結集する。直接に共同候補擁立を掲げるわけではないが、参加者から選挙での共同を望む声が強まっているので、「大結集」のなかに選挙のプロジェクトチームを置きそこでとりくむ。11月5日に各党･グループの代表に集まってもらい協議する。教育基本法改悪反対で千葉大学でシンポを開いたら250人集まり、危機感の高まりを感じる。

千葉　11月5日の協議への参加要請で各党を回った。民主党・共産党は反応なし、社民党は党員を無所属で共同で推し当選後の会派が社民党所属なら検討できるとのこと。生活者ネット、新社会党、みどりのテーブルは参加。

神奈川　「平和の共同候補を求める神奈川連絡会」（仮称）発起人会を10月9日に開催した。発起人は21人。各党に共同候補の打診をし、そのプロセスを大切にして結果をみてみんなが応援できる候補者を考える。社民党は候補は決めていないので説得、共産党は公認候補を擁立しているが無所属
にできないか打診する、著名人で候補者に推せる人を考えるなど。
神奈川　社民党中央関係者への働きかけをしてきた。1月の共産党からの社民党への協議の申し入れは、やり方がまずいこともあり1回食事しただけに終わっている。民主から社民に選挙区での協力の働きかけがあるが2～3箇所で可能性があるかどうかの話。社民党の候補擁立も進んでいない。小沢の保守2党に引き込まれるな、細川連立で小選挙区制をやられたのを忘れるとケツの毛まで抜かれると、社民中央に注意している。社民党が積極的に共同を実現しないでこのまま「なりゆき」で単独で走っていいのか、共産、社民、新社会がバラバラに比例をやることになったらどうするというと、社民党関係者も「ウーン」という。共同の可能性は出てきている。
埼玉　「9条改悪に反対する平和共同候補を埼玉で」という集まりで10月20日に３回目の討論をする。比例の確認団体について「連絡会」としてつくるのは難しい。共産党には大勢の方が公式非公式に働きかけてきたが、態度は変わらない。都知事選もいち早く候補を立てて走り出した。しかし「連絡会」には従来と違い共産党系の人がたくさん参加してきている。比例をとりくむと苦しくなる。一方、安倍政権の登場で危機感も高まり、政党枠を超えて協力しないと大変だという方も増えている。07年参院選の先も展望し、大きく合流していくために「連絡会」の枠を大事にしたい。

広島　広島選挙区でも共産党に働きかけてきたが、共産党は県委員会では決められない。共産党も社民党も比例でしか当選しないから共同は困難なのは承知しているが、護憲勢力が共同すれば比例で大きくふえるのだからあきらめるべきではない。10月18日に広島で「平和・くらしの共同候補市民の会」を発足させ、市民、社民、新社会で協議を始めている。11月3日に護憲の1万人集会を超党派で開催する。これのもりあがりが共同候補擁立に大きな力となる。

秋田　「護憲共同候補擁立県民の会」準備会を発足させ、弁護士、作家、医師、僧侶、労農運動家他で革新系の県内著名人をほぼ網羅している。11月に第4回の準備会をもつ。候補者がいないと士気があがらないと、内々に候補者を絞り打診中。年内に事務局体制を確立し資金確保を始めたい。共産党、社民党に働きかけはしてきたが、共産党は拒否、社民党は民主との統一候補を模索している。大衆運動では共産党系と市民と新社会党で共同事務局をつくり運動をつみあげている。

東京　現状では政党はまだ動かない。選挙区で共同候補運動をどんどんひろげるべきだ。中野区長選は新社、共産、ネット、社民などで共同でたたかえたが、大勢の賛同人と一口1000円カンパを呼びかけその力で共同を実現した。東京選挙区も25日に懇談会をして共同候補擁立を具体化したい。東京は共産党はすでに公認をたてたが、定数が５なのでもう一人護憲の候補をたて護憲派で2議席を確保するようがんばる。

大阪　共産党公認と共倒れにならないか。粘り強く共産党と話し合って共同を実現できないか。

東京　共産党公認の田村さんも当選してもらいたい。5議席のうち2議席を護憲派で当選させよう

という方が勢いがつくのでは。

長野　勝てそうなら二人立てても分裂ではない。社民と民主の共同が実現した場合それに対抗して立候補することの是非はどうか。共産党候補しか選挙区にいない場合みんなが共同で支援できるか、比例は確認団体か「オリーブの木方式」か何もしないか。

大阪　政党が市民の声を聞かないから運動が始まったのだから政党がどうだから我々はどうだというのではない。こちらが方針を決め働きかけていくべきだ。第3極を追求してきたが、小沢民主は社民と労組に強力に働きかけ、大阪の補選では社民も労組も民主を支援している。このままでは参院選挙でも民主に流れる。民主党候補も個人によっては支持がありうるし、共産党候補が無所属になれば推してもいいが、まずは共同候補追求の旗をおろさずに各政党に働きかけるべきだ。

愛知　8月から「愛知連絡会」準備会として３回協議してきた。選挙区共同候補を追求してきたが困難なので比例に期待する。比例で確認団体をつくるなら愛知で候補者として説得する対象者はいる（名前はいえない）。比例で方針を出せないと持ち帰れない。連絡会としては２分されてむつかしいことはわかるが、せっかく遠方から集まっているのだから何とかできんものだろうか。県知事選挙は民主の石田支持か傍観するか議論。

神奈川　比例は政党を動かさないと。社民党はたてまえは独自だが内部は不統一のようだから最後の努力をすべきだ。人事を尽くして天命を待つ段階ではまだない。

岐阜　選挙区は自民と民主各１の指定席になっている。それでも共産党にも働きかけ共同候補を目指す意味があるかどうか考えている。

徳島　連絡会は０７年以降も視野に是非存続させてほしい。四国には「みどり」と新社会関係で「平和共同」を志向する県会議員が数人もいる。労組内でも民主の憲法への姿勢に疑問が多い。こういう人たちが投票できるところが必要だ。問題は社民党の対応。これまで社民と県段階で共同の話と実行を積み上げてきたのに今回に限って全く動かない。社民は独自候補をたてられそうもない。社民の中央が比例単独路線から比例共同になるようにしてほしい。「みどり」は社民が動けば充分共同に乗れて全体が大きく変わりうる。労働者がこぞって投票できるところをつくろう。

北海道　社民は比例候補を北海道で出したが広がりはない。北海道社民とは何とか共同でと話しているが中央の態度が影響して進まない。山場を迎えた国鉄闘争も護憲の大衆運動も社民、新社、市民運動の３者が一緒になって努力しているのだから、選挙でも共同で進めたい。

熊本　「連絡会」がはっきりしないのに政党に働きかけもないのでは。ここが何もまとめられなくて結局共産、社民、民主に投票するのでは何のためにやってきたのかわからない。熊本にも「平和市民」や「みどり」でやってきた人がいるが彼らはそれでは動かない。参院選で家でゴロゴロしているわけにいかないから、はっきりと方針を出してほしい。

岩手　岩手共生ユニオンは大衆運動では従来社民党系と共産党系の接着剤的な役割をはたしてきたが、共産党はかたくなでどうしようもなく、社民党は支持労組の教組と自治労が民主支持になって候補者擁立も困難。そこで民主党候補に護憲で行くよう働きかけをしていく。
東京　共産党も社民党もかたくなだから比例での共同はむつかしい。選挙区では幾つか幅はあるが共同の可能性がある。しかし各政党への申し入れは正式にやって記録に残しておくべきだ。「みどりのテーブル」は「みどり」での比例選挙は断念するが、東京選挙区で関係者から有力な無所属共同候補擁立の用意があると伝えられている。
神奈川　神奈川連絡会準備会では選挙区共同の追求を先行させる。社民はまだ候補を決めていないから共産党候補が無所属になれば共同で支援もありえる。しかし比例は確認団体をつくってとりくむべきだ。選挙区と比例は無理に一致させなくてもいい。
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  まとめ                    

小林正弥　

①「比例」については意見が二つに分かれるので、「連絡会」としてではなく有志のみなさんのとりくみになるだろう。
②選挙区については全野党が一致するのが理想だが様々なバラエティーを尊重し実現させる。その広がりが次の段階で比例での共同を含めた前進をつくりだすだろう。

③「連絡会」はいろいろなグループ、いろいろなやり方の努力を交流し、勇気づけあう場として大事になっていくだろう。
④「連絡会」として愚直に正式に各政党に要請する（要請文は別掲）。政党中央が柔軟になれば選挙区も共同の条件が生まれるだろう。

前田知克

　今有志で「平和憲法･共同」（仮称）という比例をやれる確認団体の相談をしている。これに各党は協力し、候補者を出してほしいと求めていきたい。具体化にあたっては皆さんにもお声をかける。ぐずぐずしていられない。選挙区では共産党も含めて一番有力な候補を支援してもいい。いずれにせよ各県で「連絡会」をつくらないと相手にされない。社民党関係者は「おっしゃることはよくわかる。しかしむつかしい」という反応だから何回も話していけば変わってくる。
会計報告                             （2006･7･8－10・23）
	繰越金

7･7シンポ会計から剰余金　　　　 580,000
収入（シンポ報告集代金）

田中幹夫法律事務所　　　　　　　2,000
静岡･仁杉秀夫　　　　　　　　　 2,200

和歌山･金丸博文　　　　　　　　 2,200

新社会党大阪府本部　　　 　　　 3,750

新社会党本部　　　　　　　　　 27,750

前田知克弁護士事務所　　　　　 22,000

社民党大阪府連合　　　　　　　  2,500

佐高信さんよりカンパ　　　　　 30,000

報告集売り上げ                    400
第２回全国交流会参加費         20,000

収入総計　　　　　　　　　　  112,400
収入総計　　　　　　　　　　　692,400
	支  出
シンポ報告集・サツキ印刷支払い  　 　242,792
　同　編集･テープ起し料金　 　　　　　70,000
同　払い込み手数料　　　　　　　 　  1,200

シンポ報告集受払い手数料（合計） 　　    650

ニュース№２作成、郵送費              30,000
第２回全国交流会会場費　　　　　　　　31,500　

支出総計                           374,940
残金(次期繰越金)                   317,460
合計                                 692,400


<第２回全国交流会で各党に再度働きかけをする際に示す要請文書。

近日中に各党に要請します。>

	〇七年参院選挙についての平和の共同の要請

日ごろのご活動に敬意を表します。

　さて、私どもは〇七年参院選挙で、日本国憲法を生かす立場のすべての政党・個人が協力し、多様なかたちでの選挙協力を実現しようと各界にご提案申し上げてきました。　　

　そして、｢5年以内に改憲の発議｣を明言した安倍晋三政権の登場で、事態はさらに切迫しております。加えて、最近の朝鮮民主主義人民共和国の「核実験実施」発表を奇禍とした｢集団的自衛権｣行使議論は、平和憲法に致命的な打撃を与えつつあります。

　そこで私たちは、新たな情勢に至ったと判断し、重ねて選挙協力の実現にむけご検討いただきますようお願いします。

　むろん、各政党の立場については充分承知をしておりますが、お互いに憲法の危機を目前にして、あらためて英智をしぼりあい、様々な形態の｢平和の共同｣を実現できるよう、切に要請いたします。

　なお、私たちは去る7月7日に、別紙のような全国各地からの554人の呼びかけによって｢０７年参院選･平和の共同候補を求めて｣シンポジウムを、各界から１千人近い参加者を得て開催しました。

　本要請は、そのシンポジウムの総意として確認した｢アピール｣にもとづくものであることを、申し添えます。

　２００６年１０月２２日

「平和の共同候補を求める連絡会」全国交流会
別紙　　「07参院選･平和の共同を求めて7･7シンポジウムアピール」および「7･7シンポ」よびかけ人リスト
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